記　　載　　例

軽　微　変　更　届　出　書

平成14年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

住所東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　
　
下記のとおり倉庫施設等を変更したので、倉庫業法施行規則第４条の２第２項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第７条第３項の届出をします。

記

１　変更に係る営業所の名称及び位置

　　　　　千葉営業所

千葉市中央区中央港1-2-3

２　変更に係る倉庫の名称及び位置

　　　　千葉1号倉庫

　　　　千葉市中央区中央港1-2-3
３　変更の内容
　　　　倉庫の使用権原の変更

　　　　旧：借庫

　　　　新：所有庫
４　変更を行った日

　　　　平成14年4月10日

　倉庫寄託約款設定（変更）　届　出　書

平成14年　　4月　17日
○○運輸局長　　　殿

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　

　
下記のとおり倉庫寄託約款を設定（変更）したいから、倉庫業法施行規則第５条第１項の規定により、倉庫業法第８条第１項の届出をします。

記

１　設定（変更）をしようとする倉庫寄託約款（別紙のとおり）

　

　　　

２　実施予定期日

　　　　　平成14年6月1日　　　　　　

３　変更を必要とする理由
　　　　 

　倉　庫　証　券　発　行　許　可　申　請　書

平成14年　　4月　17日
○○運輸局長　　　殿

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　

　
倉庫証券を発行したいから、倉庫業法施行規則第１０条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１３条第１項の許可を申請します。

　　

以下の関係書類を添付

１・集荷実績書及び集荷見積書

２・見積損益計算書 

３・倉庫業支出内訳書

４・直近営業年度の貸借対照表、損益計算書及び損益処分表

５・倉庫証券の様式

６・倉庫証券発行原簿の様式を記載した書類

７・発券業務の管理式及び倉庫証券の取扱手続きに関する説明書

８・附帯業務又は兼営事業の概要書

９・倉庫寄託約款（添付の場合、法8-1則５－１－２【倉庫寄託約款届出】を省略できる。）
営　業　譲　受　届　出　書


平成14年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　
　
下記のとおり営業の譲受により倉庫業者の地位を承継したから、倉庫業法施行規則第１３条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１７条第３項の届出をします。

記

１　譲渡人の氏名又は名称及び住所

　　　　　神奈川県横浜市中区北仲通1-2-3

　　　　　横浜中倉庫株式会社

２　譲り受けた倉庫業の範囲

　　営業の一部

　　○○倉庫株式会社　千葉営業所
　「譲渡人　非発券倉庫業者、　譲受人　非倉庫業者」

３　譲受の日

　　平成14年4月1日

合　併　届　出　書


平成14年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　
　
下記のとおり合併により倉庫業者の地位を承継したから、倉庫業法施行規則第１４条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１７条第３項の届出をします。

記

１　合併により消滅した法人の名称、住所及び代表者の氏名

　　　　　神奈川県横浜市中区北仲通1-2-3

　　　　　　横浜中倉庫株式会社

２　合併の方法及び条件

　・方法：吸収合併

　・条件：別紙「合併契約書」のとおり

　・吸収される法人：非発券倉庫業者、　吸収する法人：非発券倉庫業者

３　合併の日

　　　　平成14年4月1日

　分　割　届　出　書


平成14年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　
　
下記のとおり分割により倉庫業者の地位を承継したから、倉庫業法施行規則第１４条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１７条第３項の届出をします。

記


１　分割した法人の名称、住所及び代表者の氏名

　　　東京都千代田区丸の内３－２－１

　　　　○○倉庫物流株式会社

２　分割の方法及び条件

・方法：新設分割

　　・条件：別紙「分割契約書」のとおり

　・分割される法人：非発券倉庫業者、　新設法人：非発券倉庫業者
３　分割の日


　　　　　　　　平成14年4月1日

　営　業　譲　渡　譲　受　認　可　申　請　書


平成14年　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　譲渡人

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　
譲受人

住所　東京都千代田区丸の内3-2-1

名称　　○○倉庫物流株式会社　　　　　　　　　　　　　　　
代表取締役社長　○○　△△
　
下記のとおり営業の譲渡譲受をしたいから、倉庫業法施行規則第１５条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１８条第１項の認可を申請します。

記

１　譲渡譲受をする倉庫業の範囲

　営業の全部（○○倉庫株式会社、東京営業所、大阪営業所）

　　または

　営業の一部（○○倉庫株式会社、東京営業所）
２　譲渡譲受の価格

倉庫業5000万円

貨物自動車運送業3000万円
３　譲渡譲受予定期日

　

　　平成14年5月1日

合　併　認　可　申　請　書


平成14年　4月　17日
○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　
住所　東京都千代田区丸の内3-2-1

名称　　○○倉庫物流株式会社　　　　　　　　　　　　　　　
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　
　
下記のとおり合併したいから、倉庫業法施行規則第１６条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１８条第２項の認可を申請します。

記


１　合併の方法及び条件

　方法：吸収合併

　条件：別紙「合併契約書」のとおり

　吸収される法人：発券倉庫業者　　吸収する法人：非倉庫業者
２　合併予定期日


　　　認可あり次第



分　割　認　可　申　請　書


平成14年　4月　17日
○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　　　

　
下記のとおり分割をしたいから、倉庫業法施行規則第１６条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１８条第２項の認可を申請します。

記


１　分割の方法及び条件

　方法：新設分割

　条件：別紙「分割契約書」のとおり

分割される法人：発券倉庫業者、　新設法人：発券倉庫業者

２　分割予定期日

　　　認可あり次第

相　続　届　出　書


平成14年　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　横浜市中区本牧元町１-２-３　　　　　　　　　　　

氏名　　○○　△△　
　
下記のとおり相続により倉庫業者の地位を承継したいから、倉庫業法施行規則第１７条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１９条第１項の届出をします。

記

１　被相続人の氏名及び住所

　　　　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3
　　　　　○○　△△
２　被相続人との続柄


　　　　　　長男

３　相続開始の日

　　　平成14年4月10日

４　承継した倉庫業の範囲

　　　営業の一部　（○○△△　東京営業所）　

発　券　倉　庫　業　相　続　認　可　申　請　書


平成14年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　横浜市中区本牧元町１-２-３
氏名　　○○　△△　


相続により発券倉庫業者の地位を承継したいから、倉庫業法施行規則第１８条第１項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第１９条第２項の認可を申請します。

　
　倉　庫　業　廃　止　届　出　書

平成14年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　


　
平成１４年　４月　１０日をもって下記のとおり倉庫業の一部を廃止したから、倉庫業法施行規則第１９条第１項の規定により、倉庫業法第２０条第１項の届出をします。

記


１　廃止した営業所の名称及び位置

　　　千葉県千葉市中央区中央港1-2-3

　　　　　千葉営業所


倉　庫　証　券　発　行　業　務　廃　止　届　出　書

平成１４年　　４月　　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　　

　
平成１４年　４月１０日をもって倉庫証券発行業務を廃止したから、倉庫業法施行規則第１９条第２項の規定により、倉庫業法第２０条第２項の届出をします。



ト　ラ　ン　ク　ル　ー　ム　認　定　申　請　書

平成１４年　４月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒100－0013
住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　

　
倉庫業法第２５条の２の規定に基づき、下記のトランクルームにつき認定を受けたいので申請します。

記

１　トランクルームの名称

　　　東京1号トランクルーム倉庫

２　トランクルームの所在地

〒100－0013　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3

　　　　東京営業所　東京1号倉庫　２階部分
３　施設並びにトランクルームの有する性能及び設備及び面積
	場所
	性　能
	設　備
	面（容）積

	２０１
	①定温性能、定湿性能
	空調設備、除・加湿器、温湿度計
	２００㎡

	２０２
	②防虫性能
	空調設備、薫蒸設備、
	５００㎡


４　保管する物品の種類

　　　①第1類物品（漆器類）　②第1類物品（毛皮類、衣服）

５　トランクルームを担当する倉庫管理主任者の氏名

　　　　　　　○○　△△

６　利用者からの相談の窓口にかかる組織及び業務

	窓口組織名
	○○倉庫株式会社　東京営業所　トランクルーム課

	組織のある事業場の名称、所在地
	倉庫事業部、　〒100－0013　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3

	連絡先
	電話＊＊＊＊、fax　＊＊＊＊、　E-mail　＊＊＊＊＠＊＊＊

	業務内容
	利用者からの相談、苦情、契約、受付業務及び情報提供

	営業日、営業時間
	定休日：日曜、祝祭日。　　　営業時間９：００～１７：００


認　定　ト　ラ　ン　ク　ル　ー　ム　変　更　届　出　書

平成14年　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　

　
下記のとおり認定トランクルームの変更を行いますので、倉庫業法施行規則第２２条第１項及び第２項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第２５条の６第１項の届出をします。

記

１　変更に係るトランクルームを所管する営業所の名称及び所在地

〒100-0013東京都千代田区霞ヶ関1-2-3

　　　　　　　　　東京営業所　
２　変更に係るトランクルーム名称及び所在地

〒100-0013東京都千代田区霞ヶ関1-2-3

東京1号トランクルーム倉庫
３　変更内容

　　　認定トランクルームの規模の拡大

　　　（東京営業所　東京1号倉庫の　３階部分を追加する）
	場所
	性　能
	設　備
	面（容）積

	３０１
	①定温性能、定湿性能
	空調設備、除・加湿器、
	２００㎡

	３０２
	②防虫性能
	空調設備、薫蒸設備、
	５００㎡


４　変更予定期日

　　　平成１４年６月１日　

　認　定　ト　ラ　ン　ク　ル　ー　ム　廃　止　届　出　書

平成１４年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　

　
下記のとおり認定トランクルームを廃止したので、倉庫業法施行規則第２２条第３項の規定により、関係書類を添えて倉庫業法第２５条の６第２項の届出をします。


記

１　廃止に係るトランクルームの名称及び所在地

〒100-0013東京都千代田区霞ヶ関1-2-3

東京1号トランクルーム倉庫　２０２号室
	場所
	性　能
	設　備
	面（容）積

	２０２
	②防虫性能
	空調設備、薫蒸設備、
	５００㎡


２　廃止に係るトランクルームを所管する営業所の名称及び所在地

〒100-0013東京都千代田区霞ヶ関1-2-3

　　　　　　　　　東京営業所
３　廃止日

　　平成14年4月10日

料　金　設　定　（　変　更　）　届　出　書

平成１４年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△
下記のとおり料金を設定(変更)したので、倉庫業法施行規則第２４条第１項の規定により、届出書を提出いたします。

記

１　設定(変更)した料金の種別、額及び適用方法

別添「普通倉庫保管料」「普通倉庫荷役料」のとおり

２　施行日

　　平成14年4月1日



役　員　変　更　届　出　書

平成１４年　　4月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　

下記のとおり役員の変更があったことから、倉庫業法施行規則第２４条第２項の規定により、関係書類を添えて届出書を提出します。

記

１　変更した役員の氏名

　　　
	役　　職
	新
	旧

	専務取締役
	○○　　△△
	○○　　太郎


２　事実の変更した日

　　　　平成14年4月1日

　倉　庫　証　券　様　式　変　更　届　出　書

平成１４年　　４月　17日

○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　

　
平成１４年　４月　１日付けで倉庫証券様式の変更があったことから、倉庫業法施行規則第２４条第３項の規定により、関係書類を添えて届出書を提出します。



事　故　届　出　書

平成14年　　４月　17日
○○運輸局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所東京都千代田区霞ヶ関1-2-3　
名称　　○○倉庫株式会社    
代表取締役社長　○○　△△　　　　　　　　　　　　

　
下記のとおり事故が発生したことから、倉庫業法施行規則第２４条第４項の規定により、届出をします。

記

１　事故の発生した日

　　　　平成14年4月5日（木）

２　事故の発生した倉庫の名称及び位置

東京都千代田区霞ヶ関1-2-3

　　　　　東京営業所　東京1号倉庫
３　事故の概要

　　　





使用権原を証する書類として


登記簿謄本を添付する





倉庫寄託約款を添付





変更の場合は理由と新旧対照表を添付





非発券倉庫業者のみ





譲受の日から


30日以内に届出





非発券倉庫業者からの譲渡は全て届出「別表参照」





実施日の30日前までに届出





変更後30日以内に届出








合併の日から


30日以内に届出。





吸収合併、新設合併の別を記入。





倉庫業法上の


地位を記入。





分割の日から


30日以内に届出





新設分割、吸収分割の別を記入





別表参照





別表参照





倉庫業法上の


地位を記入。





「営業の全部」「営業の一部」を記入


分割、吸収分割の別を記入





別表参照





倉庫業の譲受価格を記入。


他に譲受したものがあれば付記する。





「認可あり次第」


とする。








譲渡人が発券倉庫業者の


場合のみ認可申請。「別表参照」








別表参照





吸収合併、新設合併の別を記入。





倉庫業法上の


地位を記入。





発券倉庫業者の場合のみ





発券倉庫業者の場合のみ





「認可あり次第」


とする。





発券倉庫業者の場合のみ





別表参照





吸収分割、新設分割の別を記入。





倉庫業法上の地位








被相続人が非発券倉庫業者の場合のみ





営業の全部、一部を明記。


例として


長男：東京営業所を承継


次男：大阪営業所を承継


三男：千葉営業所を承継


した場合など





被相続人が発券倉庫業者の場合のみ





死亡を知った日から


30日以内





死亡後60日以内





千葉営業所管轄倉庫、全部廃止の場合のみ。


千葉営業所管轄の３棟の内１棟だけ廃止の場合は


「軽微変更届出」（倉庫の用途廃止）





廃止後


３０日以内





全営業所を廃止の場合は「下記のとおり倉庫業の一部を」取り消し腺で削除する。





廃止後


３０日以内





未回収の倉庫証券が流通している場合は


当該未回収証券に関する処置について付記する。





倉庫証券発行回収高及び流通高報告書（則第１０号様式）


を添付する。





東京１号倉庫の一部分を使用する場合はそこを明らかにする。





事前に届出








実施後


30日以内に届出





変更前と変更後の倉庫証券の様式を添付する。（なるべく実物大）





変更後


30日以内に届出





変更後


30日以内に届出








非発券倉庫業者からのみ





倉庫業法上の


地位を記入。





非発券倉庫業者のみ





会社として、全営業所を廃止する場合「全て」と記載。


（すなわち倉庫業から撤退する場合）





30日以内に届出





全体について変更の場合、「全部変更」と記載。料金表には「適用地域」についても記載。








変更部分に傍線を付すなど、変更部分が分かるようにする。





設定・変更どちらか


を抹消する。








事故発生後2週間以内





詳細に記入

















事前申請





代表的な保管物品を記載








押印又は署名（自署）





押印又は署名（自署）





押印又は署名（自署）





押印又は署名（自署）





押印又は署名（自署）





設定（変更）どちらか抹消








詳細に記入する。





廃止に係る場所、性能、設備、面積
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